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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 
 

回次
第180期
第３四半期
連結累計期間

第181期
第３四半期
連結累計期間

第180期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 200,667 206,121 269,099

経常利益 (百万円) 10,795 6,150 13,907

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 6,975 3,654 10,327

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 10,785 △1,305 13,008

純資産額 (百万円) 189,811 188,284 191,977

総資産額 (百万円) 370,954 371,160 366,447

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 36.94 19.34 54.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 36.08 18.94 53.42

自己資本比率 (％) 51.0 50.5 52.2
 

　

回次
第180期
第３四半期
連結会計期間

第181期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.53 5.22
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあり

ません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連

結会計年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益及び雇用情勢の改善が続き、景気は緩やかな回復

が継続しているものの、米国政権の経済政策や通商問題の動向、中国経済の先行きなど海外経済の不確実性の影

響により、依然として先行き不透明な状況が続きました。

当社グループにおきましては、海外子会社の販売が好調で増収となったものの、原燃料価格の高騰等により、

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高206,121百万円（前年同四半期比2.7％増）、営業利益4,307百万円

（前年同四半期比47.2％減）、経常利益6,150百万円（前年同四半期比43.0％減）、親会社株主に帰属する四半

期純利益3,654百万円（前年同四半期比47.6％減）となりました。

 

主なセグメント別の業績は、下記のとおりであります。

 

① 紙パルプ事業

紙パルプ事業につきましては、海外子会社の販売が好調で増収となりました。損益面においては、原燃料価

格の高騰等により減益となりました。

　以上の結果、紙パルプ事業の業績は以下のとおりとなりました。

売上高 185,120百万円(前年同四半期比 2.9％増)

営業利益 2,588百万円(前年同四半期比 56.9％減)
 

 

② パッケージング・紙加工事業

パッケージング・紙加工事業につきましては、液体容器及び情報メディアの受注減等により減収となりまし

た。損益面においては、各種コストダウンを実施したものの、原燃料価格の高騰等により減益となりました。

　以上の結果、パッケージング・紙加工事業の業績は以下のとおりとなりました。

売上高 14,746百万円(前年同四半期比 2.2％減)

営業利益 706百万円(前年同四半期比 28.9％減)
 

 

③ その他

木材事業、建設業、運送・倉庫事業をはじめとするその他事業につきましては、全体的に厳しい受注環境下

でありましたが、木材事業の外部受注が増加したことにより増収となりました。損益面においては、主として

運送・倉庫事業のコストアップにより減益となりました。

　以上の結果、その他の事業の業績は以下のとおりとなりました。

売上高 6,254百万円(前年同四半期比 8.8％増)

営業利益 546百万円(前年同四半期比 16.7％減)
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総資産は、前連結会計年度末に比べて4,712百万円増加し、371,160百万円となりました。これは、主として現

金及び預金が1,414百万円、受取手形及び売掛金が2,603百万円、原材料及び貯蔵品が2,706百万円それぞれ増加

した一方で、減価償却等により有形固定資産が2,385百万円減少したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べて8,404百万円増加し、182,875百万円となりました。これは、主として有利

子負債が9,091百万円増加したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べて3,692百万円減少し、188,284百万円となりました。これは、主としてそ

の他有価証券評価差額金が3,409百万円、為替換算調整勘定が1,297百万円それぞれ減少した一方で、親会社株主

に帰属する四半期純利益等により利益剰余金が1,283百万円増加したことによるものです。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりです。

 
① 当社の基本方針の内容の概要

当社は、先進の技術と従業員の強固な信頼関係をベースとして、環境負荷を低減した紙素材の提供を通し

て、顧客・株主・取引先・地域社会等に貢献できる会社となり、同時に企業価値の長期安定的な向上を図るこ

とを、経営の最重要課題と認識しております。従いまして、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる者でなければならないと考えております。

当社は、株式の大量買付であっても、当社自身の企業価値を増大させ、株主共同の利益を向上させるもので

あれば、これを一概に否定するものではありません。会社の支配権の移転については、最終的には株主全体の

意思に基づき行われるべきものと認識しております。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て却って企業価値ひいては株主共同の利益を毀

損するもの、株主に株式売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等

について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための充分な時間や情報を提供しないもの

等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なからず見受けられます。

当社の属する製紙産業は、設備の投資から回収まで長期間を要するものであり、中長期的視点での経営判断

が必要とされます。当社は適宜・適切な設備投資を実施し、国際競争力を確保して参りましたが、こうした努

力が当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保され、向上させられなくてはなりません。また、当

社の競争力の源泉は設備の比較優位性だけでなく、需要家の皆様から当社製品の品質と短期間での納品をはじ

めとしたお客様の要請に応えるきめ細かなサービスに対して、多くの御支持を頂いていることにあります。さ

らに、当社グループ従業員の一体感を持った、高いモチベーションや、当社とその事業がなされる地域社会と

の関係も重要と考えられます。これらが当社の企業価値、ひいては株主共同の利益の確保・向上にとって不可

欠であると考えております。

当社としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、このような当社の企業価値の源泉を十分

に理解したうえで、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければ

ならないと考えております。従いまして、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある

株式の大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

 

EDINET提出書類

北越コーポレーション株式会社(E00645)

四半期報告書

 4/20



 

② 基本方針実現に資する特別な取組みの概要

当社グループは、1907年の創業以来、一貫して紙素材を社会に提供することにより、社会経済の発展と生活

文化の向上に努めております。また、国際的な競争力を有し、持続的な成長を可能とすることにより企業価値

の長期安定的な向上を図ることを、経営の最重要課題と捉えております。そのため、いかなる事業環境下にお

いても持続的な成長を目指し、さらに企業価値を向上させるため、2020年を目標とする長期経営ビジョン

「Vision 2020」の最終ステップとして、2017年４月より中期経営計画「V-DRIVE」に取り組んでおります。こ

こで掲げた基本方針、経営目標を実現することにより、企業価値、ひいては株主共同の利益の向上に努めてま

いります。

 
③ 基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みの概要

当社は、2016年５月13日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛

策）」（以下「本プラン」という。）の更新を決議し、同年６月28日開催の第178回定時株主総会において、

本プランは株主の皆様のご承認をいただき、更新されました。

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社株式の20％以上

の買付等が行われる場合に、買付者等に対し、事前に意向表明書の提出や当該買付等に関する情報の提供を求

め、当社が、当該買付等についての情報収集・検討等を行う期間を確保した上で、株主に対して当社経営陣の

計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続を定めるものです。

買付者等が、本プランに定める手続に従うことなく買付等を行う場合や、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合など、買付等が本プランに定められた客

観的な発動要件に該当し、対抗措置を発動することが相当であると認められる場合は、当社は、会社法その他

の法律及び当社定款が当社取締役会の権限として認める措置（以下「対抗措置」という。）をとり、当該買付

等に対抗することがあります。当社取締役会は、具体的にいかなる対抗措置を講じるかについては、その時点

で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとしますが、現時点における具体的な対抗措置とし

ては、新株予約権の無償割当てを行うことを予定しており、その場合には、当該買付者等による権利行使は認

められないなどの差別的行使条件及び当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得するな

どの差別的取得条項が付された新株予約権を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法

（会社法第277条以降に規定されます。）により割り当てます。

なお、対抗措置の発動、不発動または中止等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を排するため、

当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経るとともに、株主に対して適時に情報開

示を行うことにより透明性を確保することとしています。

本プランの有効期間は、2019年３月期に係る定時株主総会の終結時までとし、本プランの有効期間の満了前

であっても、当社の株主総会において本プランを変更または廃止する旨の決議が行われた場合には、本プラン

は当該決議に従いその時点で変更または廃止されます。また、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決

議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されます。

本プランの導入（更新）時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投

資家の皆様の権利に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、対抗措置が発動され、新株予約権無

償割当てが実施された場合、株主の皆様が新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込みを行わないと、

他の株主の皆様による新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化することになります。ただ

し、当社は、買付者等以外の株主の皆様から本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付すること

があります。当社が係る取得の手続を取った場合、買付者等以外の株主の皆様は、新株予約権の行使及び行使

価額相当の金銭の払込みをせずに当社株式を受領することとなり、その保有する当社株式の希釈化は原則とし

て生じません。
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④ 上記の取組みに対する取締役会の判断及びその理由

本プランは、当社株式に対する買付等が行われた場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために

買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向

上させるという目的をもって導入されるものです。従いまして、本プランは、当社の基本方針に沿うもので

あって、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のた

めの買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）も完全に充足しています。

また、本プランは、経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の

変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた内容となっております。

当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発

動等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しております。独立委員会

は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社の社外取締役もしくは社外監査役または社外の有識者

のいずれかに該当する委員３名以上により構成されます。また、独立委員会の判断の概要については株主の皆

様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運

営が行われる仕組みが確保されています。本プランの発動については、予め定められた合理的な客観的発動要

件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するため

の仕組みを確保しているものといえます。

このように、本プランは高度の合理性を有しており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するもの

であって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。　

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は554百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 209,263,814 209,263,814
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であ
ります。

計 209,263,814 209,263,814 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2018年12月31日 ― 209,263 ― 42,020 ― 45,435
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

  2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ― ―

19,741,300
(相互保有株式)
普通株式 ― ―

23,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,891,537 ―
189,153,700

単元未満株式
普通株式

― ―
345,214

発行済株式総数 209,263,814 ― ―

総株主の議決権 ― 1,891,537 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

北越コーポレーション㈱
新潟県長岡市西蔵王
三丁目５番１号

 19,741,300 ― 19,741,300 9.43

(相互保有株式)      

㈱ニッカン
新潟県長岡市西蔵王
三丁目５番１号

23,600 ― 23,600 0.01

計 ― 19,764,900 ―  19,764,900 9.44
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

常務取締役
チーフ・コンプライアンス・オフィサー
兼総務部、人事部、秘書室、グローバル管理
室担当

尾 畑　守 伸 2018年９月30日

 

 

(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

    男性14名　女性―名（役員のうち女性の比率―%)
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,315 15,730

  受取手形及び売掛金 ※2,※3  69,178 ※2,※3  71,782

  電子記録債権 ※2,※3  5,954 ※2,※3  6,751

  商品及び製品 23,500 22,842

  仕掛品 2,030 1,880

  原材料及び貯蔵品 23,659 26,365

  その他 6,033 6,730

  貸倒引当金 △82 △67

  流動資産合計 144,590 152,017

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 82,098 83,746

    減価償却累計額 △49,456 △50,395

    建物及び構築物（純額） 32,641 33,350

   機械、運搬具及び工具器具備品 418,924 426,535

    減価償却累計額 △342,140 △351,392

    機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 76,783 75,143

   その他（純額） 30,547 29,093

   有形固定資産合計 139,972 137,587

  無形固定資産 3,091 3,039

  投資その他の資産   

   投資有価証券 71,725 71,501

   その他 ※4  9,505 ※4  9,449

   貸倒引当金 ※4  △2,437 ※4  △2,435

   投資その他の資産合計 78,793 78,516

  固定資産合計 221,857 219,143

 資産合計 366,447 371,160
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※3  21,840 ※3  21,656

  電子記録債務 ※3  7,118 ※3  7,022

  短期借入金 21,941 22,903

  コマーシャル・ペーパー 11,000 15,000

  1年内償還予定の社債 10,000 10,000

  未払法人税等 1,801 1,517

  引当金 3,277 2,217

  その他 ※3  13,852 ※3  15,812

  流動負債合計 90,832 96,130

 固定負債   

  社債 20,000 20,000

  長期借入金 45,064 49,170

  引当金 977 1,595

  退職給付に係る負債 11,772 12,071

  資産除去債務 2,950 2,697

  その他 2,873 1,210

  固定負債合計 83,638 86,745

 負債合計 174,470 182,875

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 42,020 42,020

  資本剰余金 45,524 45,293

  利益剰余金 98,814 100,097

  自己株式 △9,976 △9,946

  株主資本合計 176,383 177,465

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 11,360 7,951

  繰延ヘッジ損益 △21 5

  為替換算調整勘定 3,064 1,767

  退職給付に係る調整累計額 367 314

  その他の包括利益累計額合計 14,770 10,038

 新株予約権 121 106

 非支配株主持分 701 674

 純資産合計 191,977 188,284

負債純資産合計 366,447 371,160
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

売上高 200,667 206,121

売上原価 161,833 171,157

売上総利益 38,833 34,964

販売費及び一般管理費 30,681 30,656

営業利益 8,151 4,307

営業外収益   

 受取利息 55 58

 受取配当金 933 923

 持分法による投資利益 1,238 771

 その他 1,733 1,851

 営業外収益合計 3,961 3,604

営業外費用   

 支払利息 490 596

 環境対策費 434 679

 その他 392 485

 営業外費用合計 1,317 1,761

経常利益 10,795 6,150

特別利益   

 固定資産売却益 259 222

 投資有価証券売却益 46 0

 持分変動利益 － 256

 関係会社清算益 30 －

 事業譲渡益 － 87

 受取保険金 138 50

 その他 1 1

 特別利益合計 475 617

特別損失   

 固定資産除売却損 2,378 955

 減損損失 － 5

 災害による損失 161 348

 固定資産圧縮損 35 34

 関係会社株式売却損 54 －

 その他 0 －

 特別損失合計 2,630 1,343

税金等調整前四半期純利益 8,640 5,424

法人税、住民税及び事業税 1,501 2,512

法人税等調整額 26 △565

法人税等合計 1,527 1,946

四半期純利益 7,112 3,478

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主に
帰属する四半期純損失（△）

137 △176

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,975 3,654
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

四半期純利益 7,112 3,478

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,960 △2,938

 繰延ヘッジ損益 38 26

 為替換算調整勘定 758 △1,349

 退職給付に係る調整額 △53 △89

 持分法適用会社に対する持分相当額 969 △433

 その他の包括利益合計 3,673 △4,784

四半期包括利益 10,785 △1,305

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 10,637 △1,077

 非支配株主に係る四半期包括利益 148 △228
 

EDINET提出書類

北越コーポレーション株式会社(E00645)

四半期報告書

13/20



【注記事項】

(会計方針の変更)

IFRSを適用している在外連結子会社において、第１四半期連結会計期間よりIFRS第15号「顧客との契約から生じ

る収益」を適用しております。当該会計基準の適用が四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　１　　連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借入金の債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

富士製紙協同組合 0百万円 0百万円
 

 
※２ 受取手形割引高、輸出手形割引高、受取手形裏書譲渡高、電子記録債権割引高及び電子記録債権譲渡高

 

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

受取手形割引高 49百万円 －百万円

輸出手形割引高 － 204 

受取手形裏書譲渡高 61 14 

電子記録債権割引高 54 19 

電子記録債権譲渡高 33 97 
 

　

※３　　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権債務の会計処理については、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形及び電子記録債権債務が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。
 

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

受取手形 680百万円 678百万円

電子記録債権 509 740 

支払手形 82 83 

電子記録債務 1,810 1,370 

設備関係支払手形 533 432 
 

 

※４　　2015年３月期に発覚の不正行為に関連して発生したものが、以下のとおり含まれております。

 
 

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

固定資産     

　投資その他の資産     

　　その他     

　　　長期未収入金 2,359百万円 2,359百万円

　　貸倒引当金 △2,359 △2,359 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額

は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

減価償却費 14,069百万円 13,768百万円

のれんの償却額 96 100 
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,136 6.00 2017年３月31日 2017年６月29日 利益剰余金

2017年11月13日
取締役会

普通株式 1,136 6.00 2017年９月30日 2017年12月４日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,136 6.00 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金

2018年11月12日
取締役会

普通株式 1,137 6.00 2018年９月30日 2018年12月４日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

紙パルプ
事業

パッケージ
ング・紙加
工事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 179,835 15,082 194,918 5,748 200,667 － 200,667

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,053 55 2,109 27,976 30,085 △30,085 －

計 181,889 15,137 197,027 33,725 230,752 △30,085 200,667

セグメント利益 6,010 992 7,002 655 7,658 493 8,151
 

(注)１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材事業、建設業、不動産売買、

運送・倉庫業、古紙卸業等を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額493百万円はセグメント間取引消去に伴う調整等であります。

　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

紙パルプ
事業

パッケージ
ング・紙加
工事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 185,120 14,746 199,867 6,254 206,121 － 206,121

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,277 77 2,355 27,378 29,733 △29,733 －

計 187,398 14,824 202,222 33,632 235,855 △29,733 206,121

セグメント利益 2,588 706 3,294 546 3,841 466 4,307
 

(注)１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材事業、建設業、運送・倉庫

業、古紙卸業等を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額466百万円はセグメント間取引消去に伴う調整等であります。

　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 36円94銭 19円34銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 6,975 3,654

   普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(百万円)

6,975 3,654

   普通株式の期中平均株式数(千株) 188,817 188,997

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 36円08銭 18円94銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) △151 △70

（うち関連会社の発行する潜在株式の影響によ
る　　持分法投資損益(百万円)）

(△151) (△70)

   普通株式増加数(千株) 329 268

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―  ―
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２ 【その他】

第181期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）中間配当については、2018年11月12日開催の取締役会におい

て、2018年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、

配当を行っております。

①　配当金の総額                                1,137百万円

②　１株当たりの金額      　                    　６円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日     2018年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年２月13日

北越コーポレーション株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三　浦　　　洋 印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　中　　　徹 印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木　村　純　一 印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北越コーポレー

ション株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日

から2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北越コーポレーション株式会社及び連結子会社の2018年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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